
第３章 仮説の検定Ⅱ

１ グループ間でパラメータは共通か

第２章では企業規模間の賃金格差をダミー変数

で捉えてみた。これはダミー変数以外のパラメー

タは共通であるという前提を置いていることであ

る。しかし年齢の効果は大企業と中小企業で異な

るかもしれない。つまり賃金の年功カーブは大企

業でより大きいかもしれない。あるいは人的投資

の効果も大企業と中小企業では異なるかもしれな

い。大学に進学すれば、４年間の授業料などの教

育費という直接経費および高卒で就職したならば

得られたであろう賃金を放棄するという間接費用

を支払うことになる。それでも大学に進学し教育

を受けるのは、直接間接の費用を上回る収益率が

上げられると人々が期待するからである。この人

的投資の収益率も大企業と中小企業で同一である

という保証は必ずしも無い。

たとえば全体の賃金関数を以下のようだとする。

lwagei＝a＋b１agei＋b２age２i＋c１jyuniori

＋c２tandaii＋c３universei＋e１i ３．１）

第２章と同じようにlwageは賃金の対数、age

は年齢、age２はageの自乗である。ここで人的

資本（学歴）の代理変数として三つのダミー変数、

jyuniorという中卒ダミー変数（最終学歴が中卒

であれば１、その他であれば０）、tandaiという

短大卒ダミー変数（最終学歴が短大卒であれば１、

その他であれば０）とuniverseという大学卒ダ

ミー（最終学歴が大学卒であれば１、その他であ

れば０）を定義しよう。３．１）式をみると高卒ダ

ミー変数がないので、３．１）式では最終学歴が高

卒というグループが既定値（基準）となっている

ことが分かる。人的資本の賃金への効果は正と考

えられるので、符号条件としてはc１＜０とc２，c３

＞０が期待される。

大企業と中小企業とについて賃金関数の全ての

係数が異なるならば、

lwagei＝a’＋b’１agei＋b’２age２i＋c’１jyuniori

＋c’２tandaii＋c’３universei＋e２i ３．２）

lwagei＝a”＋b”１agei＋b”２age２i＋c”１jyuniori

＋c”２tandaii＋c”３universei＋e３i ３．３）

すなわちa’≠a”、b’１≠b”１、b’２≠b”２、c’１≠c”１、

c’２≠c”２、c’３≠c”３が成立していれば、３．２）式と

３．３）式のように大企業勤務者と中小企業勤務者

とでは別々に推計する必要がある。逆に各係数が

等しいa’＝a”、b’１＝b”１、b’２＝b”２、c’１＝c”１、c’２

＝c”２、c’３＝c”３という条件が成立していれば３．１）

式を推計してやればよい１）。

このパラメータの構造が安定しているかどうか

の検定（testing for parameter stability, parame-

ter constancy）の代表的なものとしてチャウテ

スト（Chow test）がある。これもＦ検定の一つ

であり、第２章で取り上げた線形制約の直接的な

応用である。帰無仮説と対立仮説は次の通りであ
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る。

H０：a’＝a” b’１＝b”１ b’２＝b”２ c’１＝c”１

c’２＝c”２ c’３＝c”３

H１：H０ではない

この場合制約のあるモデルは３．１）式となり、

制約のないモデルは３．２）式と３．３）式となる。帰

無仮説のもとで３．１）式を推計する。その残差平

方和をRSSrとする。次に対立仮説のもとで３．２）

式と３．３）式を推計しその残差平方和をそれぞれ

RSSu１、RSSu２とする。制約のないモデルの残差平

方和をRSSuとすると

RSSu＝RSSu１＋RSSu２ ３．４）

が成立する。制約の数をr（このケースでは６個）

とする。制約が有効であれば（RSSr－RSSu）は

０に近づくであろう。３．１）式の標本数をnとす

ると、帰無仮説が正しければ

F＝

（RSSr－RSSu）
r
RSSu

（n－２r）

３．５）

が自由度（r、n－２r）のＦ分布に従う。

これをEviewsで確かめてみよう（第２章で作

成された変数（age２、emp１、emp５、emp３０、

emp１００、emp５００）の作り方は省略する）。分析

を男性に限定する。また学歴無回答やその他は意

味がとりにくいのでこれも対象から除くことにす

る（したがってEviewsにおけるサンプルの限定

の仕方も併せて紹介する）。その上で従業員数１００

人以上（大企業）と９９人以下（中小企業）で賃金

関数が異なるかどうかを検証しよう。

１ workfile a: laborftest u１１０９

２ smpl１－１１０９

３ read a: labor. dat lwage kigyou edu age

female

４ ’中卒ダミー

５ series jyunior＝edu＝１

６ ’高卒ダミー

７ series high＝edu＝２

８ ’短大卒ダミー

９ series tandai＝edu＝３

１０ ’大卒ダミー

１１ series universe＝edu＝４

１２ ’その他の学歴ダミー

１３ series sonota＝edu＝６

１４ ’記述統計量

１５ group group２３ jyunior high tandai universe

sonota

１６ ’サンプルの限定（学歴無回答、その他のサ

ンプルと女性のサンプルを除く）

１７ ’edu＝７が学歴無回答

１８ smpl if sonota＝０and edu＜＞７and female＝０

１９ ’全サンプルを最初に推計

２０ ’lwagei＝a＋b１agei＋b２age２i＋c１jyuniori＋c２

tandaii＋c３universei＋e１iを推計するコマンド

２１ equation eq３＿１．ls lwage c age age２ jyunior

tandai universe

２２ ’残差平方和をrssrと名付けて保存

２３ scalar rssr＝＠ssr

２４ ’パラメータの数をnkeisuと名付けて保存

２５ scalar nkeisuu＝＠ncoef

２６ ’サンプル数をnobsと名付けて保存

２７ scalar nobs＝＠regobs

２８

２９ ’サンプルを全サンプルに戻す

３０ smpl @all

３１ ’サンプルの限定（学歴無回答、その他のサ

ンプルと女性のサンプルを除いた上で企業規

模１００―４９９人、５００人以上の企業に勤務者に

１）誤差項の分散は同一であるという仮定もおかれている。
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限定

３２ smpl if（sonota＝０and edu＜＞７and

female＝０ and emp１００＝１）or（sonota＝０

and edu＜＞７and female＝０and emp５００＝１）

３３ equation eq３＿２．ls lwage c age age２

jyunior tandai universe

３４ ’残差平方和をrssu１と名付けて保存

３５ scalar rssu１＝＠ssr

３６ smpl @all

３７ ’サンプルの限定（学歴無回答、その他のサ

ンプルと女性のサンプルを除いた上で企業規

模１―４人、５―２９人、３０―９９人の企業に勤

務者に限定

３８

３９ smpl if（sonota＝０and edu＜＞７and

female＝０and emp１＝１）or（sonota＝０and

edu＜＞７

４０ and female＝０and emp５＝１）or（sonota＝０

and female＝０and emp３０＝１）

４１ equation eq３＿２．ls lwage c age age２

jyunior tandai universe

４２ ’残差平方和をrssu２と名付けて保存

４３ scalar rssu２＝＠ssr

４４ smpl @all

４５ ’制約のないモデルの残差合計を計算し、

rssuと名付けて保存

４６ scalar rssu＝rssu１＋rssu２

４７ ’Chow testを計算し、chowと名付けて保存

４８ scalar chow＝（（rssr–rssu）／nkeisuu）／（rssu／

（nobs―２＊nkeisuu））

４９ ’結果を画面に表示、画面左下に出る。

５０ show chow

Eviewsでサンプルを限定するのは１７、３２、３９

行にあるように

smpl if 条件文

で行うことができる。

２３、２５、２７行で残差、パラメータ数、サンプル

数を保存している。この他に決定係数（＠r２）、

修正済み決定係数（＠rbar２）、方程式の標準誤

差（＠se）、対数尤度（＠logl）、i番目の係数の値

（＠coef（i））、i番目の係数の標準誤差（＠stderrs

（i））等が利用可能であり、仮説の検定に便利で

ある。

推計結果は表３．１―３．３に掲げるとおりである。

chow検定の結果は図３．１の左下にあるとおり

１０．４２である。自由度（６，１００４）、５％水準のＦ値

は２．１１であるから５％水準で帰無仮説は棄却され

る。大企業・中堅企業と中小企業では男性の賃金

関数は異なることが分かる２）。

更に方程式の標準誤差は大企業・中堅企業で

０．３８５であるが中小企業では０．４３８であり、中小企

業の方がばらつきが大きくいわば賃金についてよ

り不確実性が高いことが分かる。これは標準的線

形回帰モデルの仮定Ａ２が充たされていない可能

性があることを示唆している。この分散不均一性

問題は第４章で取り上げる。

推定結果より大卒という条件で大企業・中堅企

業と中小企業の賃金カーブは

中小企業の場合

４．６１８＋０．０６２９９agei－０．０００５４１age２i

大企業の場合

４．３６８＋０．０８２２００agei－０．０００６８８age２i

２）この仮定を検定するもう一つの方法はダミー変数を用いることである。Dという中小企業ダミー変数（中小企業であれば１、
その他を０）を定義すると制約のないモデル（３．２）式と３．３）式）を次のように表現できる。
lwagei＝a’＋b’１agei＋b’２age２i＋c’１jyuniori＋c’２tandaii＋c’３universei＋a＊Di＋b＊１Diagei＋b＊２Diage２i＋c＊１Dijyuniori

＋c＊２Ditandaii＋c＊３Diuniversei＋ei
大企業と中小企業の係数が同じであるという帰無仮説はH０：a＊＝b＊１＝b＊２＝c＊１＝c＊２＝c＊３＝０
である。これを第２章で説明したF検定で検定することは、本文で説明したＦ検定と同一である。
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となる。

人的投資（学歴）の効果を見ると、（基準であ

る高卒に比較し）中卒は大企業の場合で－０．３５、

中小企業の場合で－０．２７と低く（対数値）なって

いる。大卒は大企業の場合で０．１９、中小企業の場

合で０．１０と基準の高卒に比べ高く（対数値）なっ

ている。これからすれば教育投資は賃金に反映さ

れているといえよう（短大卒ダミーは有意ではな

い。企業は高卒と短大卒を同等に扱っているのか

もしれない）。

表３．１ 賃金関数の推定１

Dependent Variable: LWAGE

Method: Least Squares

Sample:１１１０９IF SONOTA＝０AND EDU＜＞７AND FEMALE＝０

Included observations:１０１６

Variable Coefficient Std. Error t―Statistic Prob.

C

AGE

AGE２

JYUNIOR

TANDAI

UNIVERSE

４．１３４９３６

０．０８３９０９

－０．０００７４５

－０．３４１５３０

０．００５５９３

０．１８５６５１

０．１９０７５１

０．００８７６０

９．７４E―０５

０．０４２６８７

０．０５８６５５

０．０２９７９６

２１．６７７０９

９．５７８４６３

－７．６５３９２１

－８．０００７７５

０．０９５３５１

６．２３０８００

０．００００

０．００００

０．００００

０．００００

０．９２４１

０．００００

R―squared

Adjusted R–squared

S.E. of regression

Sum squared resid

Log likelihood

Durbin―Watson stat

０．２４９７８２

０．２４６０６８

０．４２１００１

１７９．０１４４

－５５９．６７１１

１．６５７３１８

Mean dependent var

S.D. dependent var

Akaike info criterion

Schwarz criterion

F―statistic

Prob（F―statistic）

６．３１５１９４

０．４８４８６１

１．１１３５２６

１．１４２６０２

６７．２５５０９

０．００００００

表３．２ 賃金関数の推定２

Dependent Variable: LWAGE

Method: Least Squares

Sample（adjusted）:２１１０９IF（SONOTA＝０AND EDU＜＞７AND FEMALE＝０AND EMP１００＝１）

OR（SONOTA＝０ AND EDU＜＞７AND FEMALE＝０ AND EMP５００＝１）

Included observations:５９１after adjusting endpoints

Variable Coefficient Std. Error t―Statistic Prob.

C

AGE

AGE２

JYUNIOR

TANDAI

UNIVERSE

４．１７２９０２

０．０８２１９９

－０．０００６８８

－０．３５０２０５

－０．０２４２２１

０．１９５３３５

０．２５８８４９

０．０１２１０１

０．０００１３８

０．０６４３１６

０．０８０８２４

０．０３４０８７

１６．１２０９８

６．７９２５４３

－５．００３４５６

－５．４４５０８６

－０．２９９６７６

５．７３０５４９

０．００００

０．００００

０．００００

０．００００

０．７６４５

０．００００

R―squared

Adjusted R–squared

S.E. of regression

Sum squared resid

Log likelihood

Durbin―Watson stat

０．３０１６９２

０．２９５７２４

０．３８５２９６

８６．８４５１２

－２７１．９１５３

２．０４１６０９

Mean dependent var

S.D. dependent var

Akaike info criterion

Schwarz criterion

F―statistic

Prob（F―statistic）

６．４２３９１５

０．４５９１１７

０．９４０４９２

０．９８４９７７

５０．５４７８９

０．００００００
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２ 時系列データでの構造変化

２．１ 構造変化の時点が予め予測されるとき

日本経済は１９７３年のオイルショックを挟んで高

度成長から安定成長へ移行した、あるいはバブル

前後で安定成長から低成長へ変わった等と指摘さ

れることがある。このように年次、四半期、月次、

週次、日次の時系列データを用いる場合、ある時

点でモデルについて構造変化（structural break）

表３．３ 賃金関数の推定３

Dependent Variable: LWAGE

Method: Least Squares

Sample（adjusted）:１１１０７IF（SONOTA＝０AND EDU＜＞７AND

FEMALE＝０AND EMP１＝１）OR（SONOTA＝０AND EDU＜＞７AND

FEMALE＝０AND EMP５＝１）OR（SONOTA＝０AND EDU＜＞７AND

FEMALE＝０AND EMP３０＝１）

Included observations:４２５after adjusting endpoints

Variable Coefficient Std. Error t―Statistic Prob.

C

AGE

AGE２

JYUNIOR

TANDAI

UNIVERSE

４．５２２８２７

０．０６２９９０

－０．０００５４１

－０．２６６１０４

０．０８６６２６

０．０９５３６５

０．２７８３３２

０．０１２６５４

０．０００１３８

０．０５７８９９

０．０８２４３５

０．０５３４８４

１６．２４９７３

４．９７７８０５

－３．９２３８１０

－４．５９６００８

１．０５０８４６

１．７８３０６３

０．００００

０．００００

０．０００１

０．００００

０．２９３９

０．０７５３

R―squared

Adjusted R–squared

S.E. of regression

Sum squared resid

Log likelihood

Durbin―Watson stat

０．１７４６９２

０．１６４８４３

０．４３８３４７

８０．５０９８８

－２４９．５１０６

１．１０１６８３

Mean dependent var

S.D. dependent var

Akaike info criterion

Schwarz criterion

F―statistic

Prob（F―statistic）

６．１６４００８

０．４７９６６０

１．２０２４０３

１．２５９６０９

１７．７３７８３

０．００００００

図３．１ Chow testの結果
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が起きていることがある。構造変化は、パラメー

タが構造変化の前後で異なるということである。

したがって時系列データでの構造変化の有無につ

いてもChow testを用いることができる。

yt＝a＋b１x１t＋b２x２t＋…＋bkxkt＋et

t＝１，…，N ３．６）

というモデルで、ある時点Tで構造変化が起きて

いるかどうかを検定しよう。サンプル期間により

１からT時点までと、T＋１時点からN時点まで

に分けた推計を考える。

yt＝a’＋b’１x１t＋b’２x２t＋…＋b’kxkt＋e２t

t＝１, .., T ３．７）

yt＝a”＋b”１x１t＋b”２x２t＋…＋b”kxkt＋e３t

t＝T＋１, .., N ３．８）

帰無仮説はH０：a’＝a”，b’１＝b”１，…，b’k＝

b”kとなる。ここでも制約のあるモデル（３．６）式）

の残差平方和をRSSr、３．７）、３．８）式の残差平方

和をそれぞれRSSu１、RSSu２とする。やはり３．４）

式が成立し、RSSu＝RSSu１＋RSSu２となる。Ｆ統計

量は

F＝

（RSSr－RSSu）
k＋１
RSSu

（N－２k－２）

となる。帰無仮説が正しければこれが自由度（k

＋１、N－２k－２）のＦ分布に従う３）。

またサンプルの比較的限られた期間で構造変化

の有無を予測する必要がある場合もある。このと

きサンプル数が説明変数＋１（定数項に対応）以

下ということが起こりうる。その場合はその少数

のサンプルについて回帰分析を行うことはできな

い（たとえば３．７）式の推計は可能だが、３．８）式

はサンプルが少ないために不可能だとしよう。サ

ンプルをn１とn２とする）。この時以下のChowの予

測検定（predictive failure test, forecast test）を

行うことができる。

F＝

（RSSr－RSSu１）
n２
RSSu１

（n１－k－１）

３．９）

構造変化がない場合、この統計検定量が自由度

n２、n１－k－１のＦ分布に従う４）。なお３．８）式を

推定できるサンプル数がある（n２＞k）場合でも、

３．９）式による検定統計量を利用できる。

構造変化があったかどうかを、所定外労働時間

指数の分析を通じてみてみよう。日本の労働市場

で労働力の調整は、まず一人あたりの勤務時間を

通じて行われ、時間による調整では不十分な場合

に人員の調整が行われるとされている。具体的に

は好況で生産が活発になる（不況で生産が減少す

る）と超過勤務が増加（減少）する。さらに生産

が活発になれば（さらに不振が続けば）新規に人

を雇用する（解雇する）というものである。

所定外労働時間指数（chokinと表示）を被説明

変数とし、定数項、鉱工業生産指数（景気の代理

変数、IIPと表示）、当該月と６ヶ月先の労働力率

（雇用者数／労働力人口、％）の変化率（workhen

と表示）、卸売物価指数（企業の利潤の代理変数、

WPIと表示）を説明変数として分析してみよう。

１９７６年１月から１９９６年１月までの月次データを利

３）時系列データで、期間により異なるかどうかを検定する場合も、ダミー変数を用いて検定を行うことができる。Dtというダ
ミー変数はt＝１，…，Tの時０、t＝T＋１，…，Nの時１と定義すると制約のないモデルは
yt＝a’＋b’１x１t＋b’２x２t＋…＋b’kxkt＋a*Dt＋b＊１Dtx１t＋b＊２Dtx２t＋…＋b*k＊Dtxkt＋et t＝１，…，N
となる。H０：a＊＝b＊１＝b＊２＝…＝b*k＝０をＦ検定で検定すればよい。

４）これもダミー変数を用いて検定ができる。dumjtというダミー変数はt＝T＋jの時１、その他０と定義すると制約のないモデル
は
yt＝a’＋b’１x１t＋b’２x２t＋…＋b’kxkt＋c１dum２t＝c３dum２t＋…＋cn２dumn２t＋et
となる。帰無仮説H０：c１＝c２＝c３＝…＝cn２＝０をＦ検定すればよい。
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用する５）。

chokint＝a＋b１IIPt＋b２workhent＋b３WPIt＋et

を推計するコマンドは次の通りである。

equation chokin．is

chokin c iip workhen wpi

b１＞０（景気がよくなれば超過勤務は増える）

b２＞０（将来の人員増を見越して超過勤務が増え

る）、b３＞０（企業の利潤が増加すれば超過勤務

が増える）という状態を仮に想定しよう。結果は

表３．４に示すとおりである６）。符号条件は満たし

ている。IIPが１ポイント上昇すれば所定外労働

時間指数は０．２２ポイント上昇していることがうか

がわれる。

さて係数が分析期間を通じて安定していれば残

差の動きも安定しているはずである。そこで実際

の値、被説明変数の予測値と残差をプロットして

みよう。Eviewsは

View／Actual, Fitted, Residual／Actual, Fitted,

ResidualGraph

で行うことができる。結果は図３．３に示す通りで

ある。残差を見る限り、バブル期の８７年頃や不況

の９２年以降は、かなりかけ離れた動きをしている。

このころ構造変化が起きたことが疑われる。

そこで８７年１月でサンプルを前後の期間に分け

てChow testとChowの予測検定を行ってみよう。

読者はchokin c iip workhen wpiの推定結果の画

面を表示してほしい。

View／Stability Tests／Chow Break Point Test

でChow testを行うことができる。

View／Stability Tests／Chow Forecast Test

でChowの予測検定を行うことができる。

結果は表３．５、表３．６にそれぞれ掲げるとおり

である。Break Point TestのＦ値は４４．４７（p値は

０．００００）である。Chow Forecast TestのＦ値は

２０．０５（p値は０．００００）である。いずれも８６年１２

月以前と８７年１月以降で係数は共通（関数は安定）

という帰無仮説を強く棄却している。

２．２ 構造変化の時点が予め分からないとき

時系列データの場合、いつ構造変化が起きたか

５）所定外労働時間指数は勤労統計調査、雇用者数と労働力人口は労働力調査（総務庁）、鉱工業生産指数は通産統計月報、卸売
物価指数は日銀統計月報による。

６）D.W統計量は仮定のA．３（誤差項に系列相関はない）に問題があることを示している。ここでは取り上げない。

表３．４ 超勤時間（所定外労働時間）関数の推計

Dependent Variable: CHOKIN

Method: Least Squares

Sample（adjusted）:１９７６：０１１９９６：０１

Included observations:２４１after adjusting endpoints

Variable Coefficient Std. Error t–Statistic Prob.

C

IIP

WORKHEN

WPI

２６．５１５２０

０．２２１７５６

５．４０９１１７

０．３９３４５１

７．０３９６２４

０．０３６８４８

１．３８０３２９

０．０６２６１２

３．７６６５６５

６．０１８０４１

３．９１８７１６

６．２８３９６５

０．０００２

０．００００

０．０００１

０．００００

R―squared

Adjusted R–squared

S.E. of regression

Sum squared resid

Log likelihood

Durbin―Watson stat

０．３１６３７８

０．３０７７２５

８．４０７２２０

１６７５１．４８

－８５３．０５８３

０．２１０６８０

Mean dependent var

S.D. dependent var

Akaike info criterion

Schwarz criterion

F–statistic

Prob（F–statistic）

８４．９１４９４

１０．１０４４６

７．１１２５１７

７．１７０３５６

３６．５６１０１

０．００００
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というその時点（break point）は必ずしも事前

には明らかでない。その場合、Chowテストを繰

り返し行うことが考えられる。たとえばT＋１時

点、T＋２時点、さらにT＋k時点までと繰り返

し推計し、それぞれについて３．５）式あるいは３．９）

式のF検定を行うことである。

実際によく用いられるのは逐次残差（recursive

residuals）を利用したCUSUMテスト、あるいは

CUSUMSQテストといわれるものである。表記

の簡単化のために

yi＝a＋bx１i＋ei i＝１，…，nを考える。

T―１期までのサンプルを使いａとｂの推定量

＾をâT―１とbT－１とし、これを利用してyTを予測する

と、yTの予測値は

＾ ＾yT＝âT―１＋ bT－１x１T

となる。T期の誤差（逐次残差）は

＾ ＾vT＝yT－ yT＝yT－âT―１－ bT－１x１T

である。構造変化が無いならば

＾Ê（yT－ yT）＝０ ３．１０）

＾V（yT－ yT）＝σ２（１＋（x１T－x１）
２

Σı̄＝１
T―１（xı̄t–x１）２）

＝σ２s（vT）２ ３．１１）

である。（基本的に３．１１）式は第２章の２．１０）式

と同一である）。CUSUMテストは

図３．２ 残差のグラフ

表３．５ 構造変化の時点を指定したChowテスト

Chow Breakpoint Test:１９８７：０１

F―statistic

Log likelihood ratio

４４．４６７８９

１３６．７０５４

Probability

Probability

０．００００００

０．００００００

表３．６ 構造変化予測のChowテスト

Chow Forecast Test: Forecast from１９８７：０１to１９９６：０１

F―statistic

Log likelihood ratio

２０．０５０７３

６９７．５７４３

Probability

Probability

０．００００００

０．００００００
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0.6

0.4

0.2

wT＝
yT－yT
s（vT）

３．１２）

をもとに行われる。wTは標準化逐次残差（stan-

dardized recursive residual）といわれる。構造

変化は無いという帰無仮説、すなわち

H０：wt～N（０，σ２）、wtとwsは互いに独立（t≠s）

のもとで、CUSUMテストは次による。

Wj＝Σs＝３
j ws
σ^
（j＝３，４，…，n） ３．１３）

図３．３ CUSUMテスト

図３．４ CUSMSQテスト
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＾ここでσ２＝
１
n－３

Σs＝３
n（ws－w）２、w＝

１
n－２

Σs＝３
n ws

j時点での検定統計量の臨界値は±｛a（n－２）０．５

＋２a（j－２）／（n－２）０．５｝となる。aは有意水準

に対応する値である。有意水準１％では１．１４３、

５％水準では０．９４８、１０％水準では０．８５０である。

W３，W４,..,Wnとそれに対応する臨界値を比較し、

統計値が臨界値を超えた時点で構造変化がないと

いう帰無仮説が棄却される。すなわち統計値が臨

界値を超えた時点又はその直前にモデルの構造変

化がある疑いがある。

Eviewsはこれをコマンドにより自動的に行う。

CUSUMSQテストは次による。

Sj＝
Σs＝３
j ws２

Σs＝３
n ws２

j＝３，４，…，n ３．１４）

この統計量の分布表はJohnston and Dinardo

［１９９７］に与えられている。これを先の所定外労

働時間指数の分析を例としてみてみよう。

View／Stability Tests／Recursive Estimates

（OLS only）

を選択してほしい。読者はCUSUM TEST,

CUSUM of Squares Test等が表示されたダイア

ログを見ることができるであろう。CUSUM

TEST, CUSUM of Squares Testを順次クリック

するとよい。Eviewsは５％の信頼水準区間を表

示する。推計値がその範囲内であれば係数は安定

しており、範囲外であれば構造変化が起きている

ことを示している。図３．３よりCUSUMテストで

は９２年から大きく５％の水準から乖離している。

図３．４よりCUSUMSQテストでは、この乖離は

一層顕著であることが分かる７）。

３ 最尤法と尤度比検定、ワルド検定、ラグラン

ジュ乗数検定

３．１ 最尤法

今まで線形回帰モデルを推定するために最小二

乗法（OLS）を用いたが、より一般的なモデルを

推定するために最尤法（maximum likelihood esti-

mator, ML）を使用する場合がある。最尤法の利

点としては弱い仮定の下でも推定量は一致性、正

規性と有効性を持つことや、三つの検定方法（尤

度比検定、ワルド検定、ラグランジュ乗数検定）

を適用することができることが上げられる。他方

問題点としては被説明変数の確率度関数を完全に

特定する必要があることが挙げられる。

ここで線形回帰モデルを例にして最尤法を紹介

する。仮定Ａ．１―Ａ．５は成立するものとする。

以下の式を考える。

yt＝a＋b１x１t＋b２x２t＋…＋bkxkt＋ett

t＝１，…，n ３．１５）

このとき仮定によりytの期待値（平均）はa＋b１

x１t＋b２x２t＋…＋bkxkt、分散が一定σ２の正規分布に

従う。期待値をE（yt）と書くと、このとき確率密

度関数は以下の尤度関数（likelihood function）

で与えられる８）。

φ（yt）＝L＝Π
１

√２πσ２
exp

｛－（yt－E（yt））２／２σ２｝ ３．１６）

計算の簡単化のために３．１６）式の対数をとると

（対数尤度関数、log–likelihood function）以下

のようになる。

logL＝－
n
２
log（２πσ２）－

１
２σ２

Σ（yt－E（yt））２

３．１７）

対数尤度関数をa，b１，…，bkに関して最大に

７）この例ではChowテストとChowの予測検定の結果は一致している。共に構造変化は無いという帰無仮説を棄却している。しか
し二つの仮説検定の結果が常に一致するとは限らないことに留意しておく必要はある。

８）Πt＝１
n Xt＝X１X２…Xn－１Xn。本文ではt＝１，nを省略する。
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するのは右辺第２項のΣ（yt－E（yt））２をa，b１，

…， bkに関して最小にすること同じである。そ

れは明らかにa，b１，…，bkのOLSの推定量（â，

＾ ＾b１，…， bk）と一致する９）。

分散については３．１７）式をσ２について微分し

０とおく。

∂logL
∂σ２

＝－
n
２σ２

＋
Σ（yt－Ê（yt））２

２（σ２）２
＝０ ３．１８）

＾ ＾ここでvt＝yt－â－b１x１t－…－bkxktとし、RSSを残

差平方和とする。３．１８）式を解くと

σ^２＝
Σvt２

n
＝
RSS
n

３．１９）

を得る。

３．１９）式の分母はnでありn－（k＋１）を上回

るので、最尤法で推定された分散は過小バイアス

がかかっている。しかしnが十分大きければこの

バイアスは無視することができる。対数尤度関数

を最尤推定量で評価すると

＾LL＝A－（n／２）logσ２＝B－（n／２）logRSS

となる。ここでLLは対数尤度である。またＡと

Ｂはデータに依存しない定数項である。

３．２ 尤度比検定、ワルド検定、ラグランジュ乗

数検定

尤度比検定（likelihood ratio test）は最尤法を

利用することができる大標本サンプルでの検定に

用いられる。尤度比検定を行うのには、制約のな

いモデルと制約のあるモデルの両方を推定する必

要がある。

制約のないモデルから得られた対数尤度をLLU、

r個の制約をつけたモデルから得られた対数尤度

をLLRとする。最尤法の原理よりLLU≧LLRが必ず

成立する。残差平方和を各々RSSU、RSSRとする。

一般的な尤度比統計量（likelihood ratio, LR）

は以下により与えられる。

LR＝２（LLU－LLR） ３．２０）

制約が有効であれば、３．２０）式の値は小さくなる

であろう。３．２０）式は自由度rのχ２分布に従うこ

とが知られている。これを３．１５）式の線形回帰モ

デルに適用すると

LR＝n＊log（RSSRRSSU）
となる。さらに定数項以外の係数が全てゼロとい

う帰無仮説の検定は、TSS＝RSSRなので

LR＝n＊log（ １
１－R２）

による。ここでR２は３．１５）式の決定係数。

ワルド検定（Wald test, W）の基本的な考え方

は制約のないモデルの推定量を利用し、仮説検定

を行うことである。ワルド検定について３．１５）式

でb１＝b２の制約のケースを例にして考えよう。制

＾ ＾約が有効であればb１－ b２は０に近づくであろう。

逆に制約が有効でなければ０から乖離するであ

＾ ＾ ＾ ＾ろう。biの分散をV（bi）、b１とb２の共分散をCov

＾ ＾ ＾ ＾ ＾ ＾（b１， b２）とするとb１－ b２の分散はV（b１－ b２）＝V

＾ ＾ ＾ ＾（b１）＋V（b２）－２Cov（ b１， b２）となる。制約が有

＾ ＾ ＾ ＾効であれば（b１－ b２）／√V（b１－ b２）は標準正規分

＾ ＾布N（０，１）に従う。V（b１－ b２）は未知のσ２に

＾ ＾依存するので、その代わりにσ２を代入し、V（b１

＾ ＾ ＾－b２）の推定量をV^（ b１－ b２）とすると、ワルド統

計量（W）は、

W＝
＾ ＾（b１－ b２）２

＾ ＾V^（ b１－ b２）
３．２１）

が自由度１のχ２分布に従う（制約の数がrであれ

ば、自由度はrとなる）。この式から明らかなよう

に、ワルド検定は制約の無いモデルからだけを用

いて検定できる（制約のあるモデルを利用しない

点で尤度比検定よりは簡便である）。

９）最尤法による推定量をMLEと書くことがある。
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r個の制約がある場合は

W＝
n（RSSR－RSSU）

RSSÛ
３．２２）

となることが知られている。制約が有効であれば

これは自由度rのχ２分布に従う。

ラグランジュ乗数検定（Lagrange multipler

test, LM）は、ワルド検定とは逆に、制約のある

モデルだけを用いて推定する。b１＝b２の制約があ

るとする。

∂LLR
∂bj

＝
∂LLU
∂bj

＋λ
∂（b１－b２）
∂bj

＝０ for all i

３．２３）

ここでλはラグランジュ乗数。

したがって

∂LLU
∂bj

＝－
λ∂（b１－b２）
∂bj

制約が有効であればλは０から大きく離れるこ

とはないであろう。したがって上式は０に近づく

であろう。逆に制約が有効でなければλは０から

大きく離れるであろう。

r個の制約の場合このラグランジュ乗数は

LMW＝
n（RSSR－RSSU）

RSSR
３．２４）

で計算され、これが自由度rのχ２分布に従うこと

が知られている。

以上の３の統計量の関係は

W≧LR≧LM ３．２５）

となる１０）。したがってワルド検定や尤度比検定で

帰無仮説が棄却されても、ラグランジュ乗数検定

では棄却されないことがある。

なおこれらの検定量の正確な分布を得るために

は、帰無仮説が正しく、かつ標本数（n）が十分

大きい（大標本）という前提が満たされているこ

とが必要である。

表３．５、３．６で示されているLog likelihood ra-

tioは尤度比検定の例である。

４ 関数型と弾性値、限界性向

これまでモデルの関数型をyi＝a＋b１x１i＋b２x２i＋

…＋bkxki＋eiのように被説明変数と説明変数の関

係を線形で表すケースをみてきた。年功序列賃金

の分析で年齢の自乗項を説明変数に加えたが、こ

れも

年齢の自乗＝年齢×年齢

を新たな変数と考えれば、線形関数である。つま

りZをX×Xと定義してやればよいということで

ある。このことはダミー変数×連続変数（たとえ

ばfemale*age）の場合も同様である。

このように経済理論モデルが非線形（non–

linearity）である場合も、何らかの変換を行うこ

とで、計量分析では線形モデルに変換できること

がある。それによりOLSを適用することができる。

ここでは、代表的な関数形、あるいはその変形

について、係数の意味を弾性値（elasticity）と傾

き（slope）、限界性向（marginal propensity）を

中心に簡単にまとめてみたい。

弾性値と傾きの意味をみるために従来の線形モ

デルを再度取り上げてみる。

yi＝a＋bxi＋ei ３．２６）

xが１％変化するときyが何％変化するかとい

う弾性値は次で与えられた（第１章参照）。

∂y／yi
∂x／xi

＝b
xi
yi

３．２７）

線形関数の場合b（xi／yi）で弾性値が求められる。

xが１単位変化するときyは何単位変化すると

いう限界性向は

１０）x＞０のとき、x≧log（１＋x）≧x／（１＋x）が知られている。これを用いる。各統計量をnで除すとW／n＝（RSSR－RSSU）／RSSU、
LM／n＝（RSSR－RSSU）／RSSR＝（W／n）／（１＋W／n）、LR／n＝Log（RSSR／RSSU）＝Log（１＋W／n）となる。W／n＝xとおくと、x（ワ
ルド）≧x／（１＋x）（ラグランジュ）、x≧Log（１＋x）（尤度比）、Log（１＋x）（尤度比）≧x／（１＋x）（ラグランジュ）の関係を得る。
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∂y
∂x
＝b ３．２８）

で求められる。係数bは限界性向を表すことが分

かる。

年齢の自乗などの２次の項を含む２次関数

（polynomial function）を

yi＝a＋b１xi＋b２xi２２＋ei ３．２９）

と書くと、限界性向は次のように係数b１、２b２の

他にxiにも依存する。

∂y
∂x
＝b１＋２b２xi ３．３０）

また弾性値は次で求められる。

∂y／yi
∂x／xi

＝b１
xi
yi
＋２b２

xi２

yi
３．３１）

３．２９）式と３．３０）式からb１とb２の符号が逆であ

れば、この関数はＵ字型（逆Ｕ字型）であり、

xi＝－b１／２b２で限界性向の符号は逆転することが

わかる（第２章で年齢の自乗項を入れたケースを

参照）。

失業率と物価の関係を示すフィリップス曲線の

ような逆関数（inverse function）は

yi＝a＋b（１／xi）＋ei ３．３２）

で表される。これも（１／x）を新たな変数と考

えれば線形関数である。

このとき弾性値は－b（１／xiyi）、限界性向は－

b（１／xi２）で与えられる。

コブダグラス型の生産関数のように、説明変数

についてもパラメータについても線形ではない

ケースもある。これは以下のように示される。

yi＝axibei ３．３３）

３．３３）式は両辺対数をとることにより

logyi＝loga＋blogxi＋ei ３．３４）

と両辺が対数となる対数線形関数（double log

function, log―log function）にすることができる１１）。

loga＝a’とするとさらにlogyi＝a’＋b１logxi＋eiと

書くことが可能である。

このとき弾性値は以下のようにして求められる。

∂y／y
∂x／x

＝b ３．３５）

パラメータのbは弾性値を表すことがわかる。

弾性値が一定であるという点で、解釈が容易なモ

デルであり、実証では線形関数とともによく用い

られる。

次に限界効果を考える。

∂（logy）
∂x

＝
∂（a’＋blogx）

∂x
＝
b
x

ここで左辺はチェーンルールより

∂（logy）
∂x

＝
∂（logy）
∂y

∂y
∂x
＝
１
y
∂y
∂x

３．３６）

従って限界効果は以下のようになる。

∂y
∂x
＝b
yi
xi

３．３７）

このように非線形の関数は対数をとることによ

り線形関数に変形することができることがある。

たとえば

yi＝exp（a＋bxi＋ei） ３．３８）

は両辺対数をとると、以下のように半対数（semi

―log）に線形変換できる。

logyi＝a＋bxi＋ei ３．３９）

３．３９）式より限界性向と弾性値は次のように得

られる。

∂y
∂x
＝b・exp（a＋bxi＋ei）＝byi ３．４０）

∂y／y
∂x／x

＝bxi ３．４１）

さらに半対数線形関数には次のようなものもあ

る。

exp（yi）＝exp（a＋ei）xib ３．４２）

１１）対数をとる関係でyi＞０，xi＞０という制約条件がついている。
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対数をとると以下の式を得る。

yi＝a＋blogxi＋ei ３．４３）

限界性向と弾性値は以下のようである。

∂y
∂x
＝
b
xi

∂y／y
∂x／x

＝
b
yi

最後に対数の逆関数（log―inverse function）

を例示しておこう。

yi＝exp（a－b １xi＋ei） ３．４４）

logyi＝a－b（１xi）＋ei ３．４５）

となるので、限界性向と弾性値は

∂y
∂x
＝
by
xi２

∂y／y
∂x／x

＝
b
xi

で与えられる。

これらの関数型を図示したものが図３．５である。

これらの関数のうちで、どれが妥当かは一律に

図３．５ 様々な関数形

１）

２）

３）

４）

５）

６）

７）
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は定まらない。コブダグラス型生産間数のように

経済理論で対数線形とされるケースもあるが、実

際は分析者が何を求めようとしているかによるこ

とも多い。弾性値一定ということに興味があるの

か限界性向一定に関心があるかなどで、モデルの

選択は左右される。

選択の一つの有用な基準は、サンプル期間外に

外捜したときモデルによる予測が大きくずれるか

どうかである。大きくずれない関数型を採用する

ことが望ましい（たとえば３．２６）式と３．２９）式、

あるいは３．２６）式と３．３４）式を読者は実際に試し

てみるとよい）。

５ モデルの選択

５．１ モデルの選択と情報量基準

被説明変数が同一である場合のモデルの選択に

ついて、ここでは情報量を参考に行う例をみてみ

よう。３．１）式の賃金関数では定数項以外に５つ

の説明変数がある。この中でどの変数の組み合わ

せが妥当であるかというものである。あるいは超

勤時間の推計では３個の説明変数があった。これ

以外にも超勤時間を決定する有力な変数があるか

もしれない。

誤差項の役割で説明したように、経済理論は抽

象化されたものであり、実際の分析に当たっては、

どの変数が用いられるべきかは必ずしも明らかで

はない。説明変数の選択をどう行うかは、実証の

大きな課題である。

そのとき真のモデルとの乖離が少ないことが、

モデルの選択としては望ましいであろう。言い換

えればモデルの当てはまり（適合度）の悪さが少

ない方がより望ましい。情報量基準はこのような

考え方に基づくものである。

カルバック・ライブラーの情報量（Kullback–

Leibler’s information, KLI）はこれを定式化した

ものである。計量経済学でよく用いられるのは、

これを援用した赤池の情報量基準（Akaike’s In-

formation Criterion, AIC）である。モデルの対

数尤度をlogL、定数項を含む説明変数の数をs個、

サンプル数をn個とする。

AIC＝－２logL／n＋２s／n ３．４６）

で与えられる。AICが最も小さくなるもの（真の

モデルから乖離が少ない、適合度の悪さが少な

い）を選ぶものである。尤度関数を適用できるす

べてのモデルの選択に使うことができる（OLSも

最尤法で推定することができる）。一般にサンプ

ル数が多いほどこの値は小さくなる。３．１５）式の

ような場合、定数項を含む説明変数の数が（k＋

１）とし、残差平方和（RSS）を用いると３．４６）

式は

AIC＝log（RSS／n）＋２（k＋１）／n ３．４７）

と同値である。Eviewsの推計結果の表にでてき

たAkaike info criterionはこのAICである。

AICと並んでよく使われるものに、シュバルツ

の情報量基準（Schwarz criterion, SC）がある。

一般的に

SC＝－２logL／n＋（s＊logn）／n ３．４８）

として定義されている。３．１５）式のような場合

SC＝log（RSS／n）＋［（k＋１）logn］／n ３．４９）

で与えられる。AICと同じようにSICの最も小さ

いモデルを選べば良い。EVIEWSではSchwarz

criterionとして結果が表示されている。

このAIC、SCとも複数のモデルの候補の中か

ら、いずれか一つのモデルを選択しようというも

である。

５．２ 非入れ子型モデルの選択、ＪテストとEn-

compassingデスト

モデルＡ yi＝a＋bxi＋ei ３．５０）

モデルＢ yi＝c＋dzi＋ui ３．５１）

のように一方のモデルの説明変数が他のモデルの

説変数に含まれていないケースがある。この時xî
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をziの線形関数として表現することができなけれ

ば、モデルＡとモデルＢを非入れ子型モデル

（non―nested model）という。どちらのモデル

が望ましいかについてはAICやSCを用いること

はできる。その場合いずれか一つを必ず選択する。

双方が採択される（逆にともに棄却される）可能

性を認めるという意味でより柔軟なDavidson

and MacKinnonのJテストがある。

＾３．５０）式から得られる予測値をyＡ、３．５１）式

＾から得られる予測値をyＢとする。仮にモデルＡ

＾が正しいのであれば、yＢを３．５０）式のモデルの

説明変数としても、それは有意な結果をもたらさ

ないであろう。またモデルＢが正しいのであれば、

y^ Ａを３．５１）式の説明変数に加えたとしてもやは

り有意な結果は得られないであろう。具体的には

＾yi＝a＋bxi＋fyBi＋v１i ３．５２）

＾yi＝c＋dzi＋gyAi＋v２i ３．５３）

を推計し、f＝０、あるいはg＝０の帰無仮説を

各々t検定するものである。

f＝０かつg＝０がともに棄却できない

（モデルＡ、Ｂとも受容）

f＝０かつg＝０がともに棄却される

（モデルＡ、Ｂとも棄却）

f＝０が棄却できない。g＝０が棄却される

（モデルＡを受容、Ｂを棄却）

f＝０が棄却される。g＝０が棄却できない

（モデルＡを棄却、Ｂを受容）

の４通りが有り得る。

Encompassingテスト（包含テスト）の考え方

は、モデルAには含まれないがモデルＢには含ま

れる説明変数をモデルＡに追加すると、その新し

いモデル（Ａ’）はモデルＢを特殊ケースとして

含むことになるというものである。この新しい変

数を含んだより一般的なモデルＡ’を作成しよう

というものである。

仮にモデルＡが正しいのであれば、Ａ’に追加

された説明変数は統計的に有意な結果をもたらさ

ないであろう。逆にモデルＢが正しいのであれば、

モデルＢに含まれず、モデルＡに含まれる説明変

数をモデルＢに説明変数として追加（Ｂ’）して

も、Ｂ’においてその加えられた説明変数は統計

的に有意な結果は得られないであろう。３．５０）式

と３．５１）式において、このようなEncompassing

モデルは

yi＝a＋bxi＋dzi＋vi

となる。

d＝０であればモデルＡが得られ、b＝０であ

ればモデルＢが得られる。そこでd＝０、あるい

はb＝０の帰無仮説を各々 t 検定するものである

（一般的な場合、追加される説明変数は複数であ

る。そのときは追加した説明変数の係数が同時に

ゼロであるという帰無仮説をＦ検定で検定する）。

d＝０かつb＝０がともに棄却できない

（モデルＡ、Ｂとも受容）

d＝０かつb＝０がともに棄却される

（モデルＡ、Ｂとも棄却）

d＝０が棄却できない。b＝０が棄却される

（モデルＡを受容、Ｂを棄却）

d＝０が棄却される。b＝０が棄却できない

（モデルＡを棄却、Ｂを受容）

の４通りが有り得る。

このＪテストとEncompassingテストを所定外

労働時間のケースでみてみよう。近年では第三次

産業の比率が第二次産業の比率を遥かに上回って

いる。そこで説明変数の鉱工業生産指数のIIPに

替えて第三次産業活動指数（sanjiと表記する）、

卸売物価指数のWPIに替えて消費者物価指数

（cpi）を入れてみよう。

EviewsではＪテストは以下のように行う。

equation modela.ls chokin c iip workhen wpi

’予測値をiipfitと名付けて保存

modela.fit iipfit
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equation modelb.ls chokin c sanji workhen cpi

’予測値をsanjifitと名付けて保存

modelb.fit sanjifit

’Ｊテストを実施

equation modelah.ls chokin c iip workhen wpi

sanjifit

equation modelbh.ls chokin c sanji workhen

cpi iipfit

結果は表３．７と３．８に示すとおりである。予測

値であるsanjifitとiipfitは１％水準で有意である。

（AICやSCでは必ず一方が採択されるのとは対

照的に）このJテストではいずれのモデルも棄却

されない。この例ではモデルの定式化を更に検討

した方が良さそうである。

EviewsではEncompassingテストは以下のよう

に行う。

equation modelae.ls chokin c iip workhen wpi

sanji cpi

推定結果の詳細は省略するが、第２章で説明し

たようにredundant variableとしてiip wpiを指定

した場合の検定結果（F検定と尤度比検定）を表

３．９に、redundant variableとしてsanji cpiを指

定した場合の検定結果を表３．１０に掲げる。いずれ

ものケースもＦ検定と尤度比検定で、追加された

説明変数がともに０であるという帰無仮説は強く

棄却されている。実際にも追加された変数はいず

れも統計的に有意であり、両モデルはともに棄却

される。

このようにＪテストやEncompassingテストで

は、いずれも棄却されない（受容される）、ある

表３．７ Jテスト１

Dependent Variable: CHOKIN

Method: Least Squares

Date:０５／０４／９９ Time:１０：４０

Sample（adjusted）:１９７６：０１ １９９６：０１

Included observations:２４１after adjusting endpoints

Variable Coefficient Std. Error t―Statistic Prob.

C

IIP

WORKHEN

WPI

SANJIFIT

３６７．０５１０

０．４０５４５１

４２．１７６９６

０．８０７８４９

－４．７８０８０５

４６．４６６８５

０．０４１５１４

５．１２３７７３

０．０７９５８２

０．６４６２２０

７．８９９２０１

９．７６６６５５

８．２３１６２１

１０．１５１１５

－７．３９８１１０

０．００００

０．００００

０．００００

０．００００

０．００００

表３．８ Jテスト２

Dependent Variable: CHOKIN

Method: Least Squares

Date:０５／０４／９９ Time:１０：４０

Sample（adjusted）:１９７６：０１ １９９６：０１

Included observations:２４１after adjusting endpoints

Variable Coefficient Std. Error t―Statistic Prob.

C

SANJI

WORKHEN

CPI

IIPFIT

－３４．０８６１６

０．４３７１５２

－８．２７３８０８

－１．１４９８５２

２．２４２１１１

０．０８２７００

－４．８５０００２

１．７０５９３９

０．１５１０７０

０．１７０５１１

－３．６５２８３５

５．２８６００１

０．００００

－７．６１１３７１

１３．１４９３７

０．０００３

０．００００

０．００００

０．００００

０．００００
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いはいずれも棄却されるということがある。その

場合はモデルの定式化を再度検討する必要がある。

５．３ ラムゼイテスト

モデルの選択が正しいものかどうか、モデルの

定式化に誤りがないかの検証に使われるものの一

つにラムゼイテスト（Ramsey’s Regression

Specification Error Test, Ramsey RESET test）

がある。

このテストは直感的にいうと、モデルの定式化

が正しければ仮に新しい変数を付け加えたとして

もその変数は有意な説明力を持たないであろう。

逆に定式化が誤っており、真のモデルに含まれる

べき変数があるとすれば、その含まれるべき変数

を元の式に加えて推計すると、その変数は有意と

なり式の説明力を高めるであろうというものであ

る（同じ考え方をJテストとEncompassingテスト

にも適用することができる）。

問題は真のモデルに含まれるべき変数が既知で

はないことである。その代理変数としてRESET

では、元のモデルの予測値の自乗項や３乗項、４

乗項等を用いる。元のモデルが以下のようである

とする。

yi＝a＋bxi＋ei ３．５４）

＾ ＾ ＾ ＾その予測値yîの自乗項や乗項をyî２ yî３ yî４ と

する。

＾ ＾ ＾yi＝a＋bxi＋c１yi２＋c２yi３＋c３yi４＋ei ３．５５）

H０：c１＝c２＝c３＝０

H１：H０ではない

をＦ検定するものである。制約のない３．５５）式の

残差平方和をRSSu、制約のあるモデル３．５４）式

の残差平方和をRSSr、標本数をnとするとＦ検定

は

F＝

（RSSr－RSSu）
３
RSSu

（n－２－３）

３．５）

となる。モデルの定式化が間違っていないという

帰無仮説が正しければこれが自由度（３，n－２

－３）のF分布に従う。

EviewsではこのRESETをコマンドで行うこと

ができる。たとえば

chokin c iip workhen wpiの結果が表示されて

いるものとする。

View／Stability Test／Ramsey RESET Test

を選択し、RESET Specificationの画面がでる。

そのときダイアログに

Number of fitted term

で次数を聞いてくる。適当と考えられる次数をこ

のダイアログに指定する（Eviewsは２次の項を

１として扱うので、４次項までを指定するのであ

れば３とする）。結果は表３．１１に示すとおりであ

る。

Ｆ値は５．２６であり、p値は０．００１６であるから帰

表３．９ Encompasingテスト１

Redundant Variables: IIP WPI

F―statistic

Log likelihood ratio

２４２．２９８３

２６９．７０４４

Probability

Probability

０．００００００

０．００００００

表３．１０ Encompasingテスト２

Redundant Variables: SANJI CPI

F―statistic

Log likelihood ratio

１６３．３８１８

２１０．０３０５

Probability

Probability

０．００００００

０．００００００

１３３ 郵政研究所月報 １９９９．６



無仮説は強く棄却されている１２）。また推計値の自

乗項（FITTED ２^）や３乗項（FITTED ３^）等

はt検定では１０％水準で有意ではない。複合仮説

検定を学んだ読者には、この問題は明らかだろう。
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モデルの選択とその問題については

１２）Log likelihood ratioは尤度比検定である。尤度比検定でも帰無仮説は棄却されている。

表３．１１ Ramseyテスト

Ramsey RESET Test

F–statistic

Log likelihood ratio

５．２５７００６

１５．７１８８５

Probability

Probability

０．００１５８１

０．００１２９５

Test Equation

Dependent Variable: CHOKIN

Method: Least Squares

Date:０５／０４／９９ Time:１０：５７

Sample:１９７６：０１ １９９６：０１

Variable Coefficient Std. Error t―Statistic Prob.

C

IIP

WORKHEN

WPI

FITTED ２^

FITTED ３^

FITTED ４^

４０５２．０５２

１４５．０７２９

３５３６．９９５

２５７．３８９３

－１１．９４２９７

０．０９６３０４

－０．０００２８９

３７８０．７７６

１３８．７８８８

３３８４．８８１

２４６．２３７９

１１．４１５７１

０．０９２２９６

０．０００２７９

１．０７１７５１

１．０４５２７８

１．０４４９３９

１．０４５２８７

－１．０４６１８６

１．０４３４３４

－１．０３５３５２

０．２８４９

０．２９７０

０．２９７１

０．２９７０

０．２９６６

０．２９７８

０．３０１６
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